
事業名称
多住・流動社会を先取した“交流と創造が生まれる信州”創出プロ
ジェクト

事業計画期間 R７-R９年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

33,219千円

事業概要
・デジタル化の進展等により、リモートワークや兼業、副業が普及する中で、必ずしも定住・定職にこだわらない「多住・流動」というライフ
スタイルを志向する人々を県内に呼び込むため、二地域居住の推進方策の具体化を図る。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

【ソフト事業経費】
〇二地域居住を体験するプログラムを実施
・企画運営費（委託料）6,812千円
〇 「農業」を二地域居住先での仕事として発信するため体験会な
どを開催
・講師謝金、会場費等 2,207千円
・動画作成（委託料） 1,500千円
〇二地域居住・移住を促進するため、ふるさと回帰支援センターにお
ける相談
体制を強化
・相談業務・事務スペース（委託料） 7,941千円
・就職相談業務（委託料） 2,418千円
〇大都市圏の住民と地域を繋ぎ地域との関係性を構築するプログラ
ムを開催
・企画運営費（委託料）4,313千円
〇情報発信の在り方の検討やスキルアップに向けた研修を実施
・企画運営費（委託料） 3,674千円
〇空き家の利活用に取り組む専門人材を育成する研修プログラムを
開催
・企画運営費（委託料） 4,354千円

実施
体制



事業名称 企業リスキリング推進事業 事業計画期間 R7-R9年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

18,785千円

事業概要
企業の主体的なリスキリングを支援し、リスキリングに取り組みやすい環境づくりを行うことで、企業が必要とする知識・スキルを持った人
材の確保・育成を推進し、県内産業の持続的な振興を図る。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

(1)経営指導員による企業支援（委託料）1,500千円
・経済団体の経営指導員によるリスキリングの取組推奨に加え、伴
走型コンサル活用企業等のリスキリング実践例（モデル事例）をプッ
シュ型で企業へ展開する。

(2)伴走型コンサルティング支援事業（委託料）7,285千円
・コンサルタントによる社内ヒアリング、課題分析、対応策の検討、実
行計画の策定を行い、企業課題に応じたリスキリング方針としてまと
めるまでを伴走支援する。
・伴走コンサル対象企業における課題分析プロセスや策定したリスキ
リング方針等は、経営指導員の企業支援や企業コミュニティの場など
において実践例（モデル事例）として共有・展開する。

(3)企業コミュニティ形成事業（委託料）1,000千円
・リスキリング推進における企業同士のつながりを作り、継続的な情報
交換と動機付けを行う。
・伴走コンサル活用企業等のノウハウ・実践例（モデル事例）を共
有・展開する。

(4)生産性向上推進リーダー育成講座事業（委託料）9,000
千円
・県内の主要な業種である製造業向けに、生産性向上と企業内
DXの要素を組込んだ講座を開催する。
・講座で作成された企業課題に対する改善策やその後の改善活動
の内容は、経営指導員の企業支援や企業コミュニティの場などにおい
て実践例（モデル事例）として共有・展開する。

実施
体制



事業名称 信州観光MaaS推進事業 事業計画期間 R７-R９年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

15,823千円

事業概要
世界水準の山岳高原観光地づくりに向け、複数の交通サービスと地域の観光コンテンツを融合させた「観光MaaS」を構築し、旅行者
の利便性向上及び移動情報等の取得を通じたデータマーケティングを進め、観光消費額の拡大及び持続可能で稼ぐ観光地域を目
指す

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

〇推進体制構築費用 1,348千円
・観光MaaSの実装に向け協力が不可欠となる市町村、交通・観光
事業者等の関係機関・関連事業者と目指す姿や役割について認識
を共有し、求められるシステムの機能や、DX化等必要な関連支援
策などを検討する「信州観光MaaS推進協議会(仮称)」の設置・運
営、及び設置に向けた研究会を開催する。

○調査・研究業務費用（委託料）14,475千円
・各地域におけるMaaSの取組、交通・観光事業者のDX化の状況
等を調査するとともに、目指す姿の実現に向けて必要となる機能、県
内外の取組との連動、持続可能な運用モデルなどを整理し、長野県
に最適なMaaSシステムの要件整理を行う。
＜主な調査・研究業務＞
・県内外の取組事例を踏まえた、求められる機能や県内外の観光
MaaSとの連携方法の調査・研究
・県内交通・観光事業者の参加促進に向けた調査・研究
・調査・研究結果を「信州観光MaaS研究会」へ共有

実施
体制

推進体制

官

産 学
等

調査・研究（委託）

推進体制での意見・
論点を調査内容等に
反映

調査・研究内容の
フィードバック



事業名称
労働人口減少社会に対応するための企業規模拡大支援による競
争力強化プロジェクト

事業計画期間 R７-R９年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

31,254千円

事業概要
人口減少下において、廃業の減少と労働生産性の向上につなげることを目的として、事業承継・Ｍ＆Ａへの理解を深める学びの場の
提供と事業協同組合等が取り組む規模拡大につながる業務の共同化への支援を行う

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○事業承継やＭ＆Ａの推進（1,270千円）
（1）支援機関連携による事業承継・Ｍ＆Ａセミナーの開催

（需用費、使用料等）1,270千円
企業規模拡大へのマインドの醸成を図るため、金融機関、商工団体、
事業承継・引継ぎ支援センターと合同で、事業承継やＭ＆Ａに抵
抗感を抱く経営者の心理的ハードルを下げるためのセミナーを開催す
る。

○複数企業による業務共同化を支援（29,984千円）
（1）業務共同化モデル実証補助金の実施

（補助金）15,000千円
省力化・省人化効果を実証するモデル事例を創出するため、県内
中小企業を含み２社以上で構成する連携体又は事業協同組合
等による業務の共同化の取組に対し、資金支援を行う。
（2）コンサルタントによる業務共同化の伴走支援

（委託料）14,984千円
省力化・省人化の支援を専門とするコンサルへ委託し、業務共同化
モデル実証補助金の補助事業者を伴走支援することにより、業務共
同化による省力化・省人化の優良事例を創出する。

実施
体制

※事業推進主体や委託先、再委託先等を含め、
交付金事業を実施・執行する者の役割・関係
性が分かるように記載すること。



事業名称 県内大学等教育機関及び県内企業の魅力発信事業 事業計画期間 R７-R９年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

16,487千円

事業概要
進学時における社会減の抑制及び社会増の促進のため県内大学等の魅力発信、及び就職時における社会減の抑制及び社会増の
促進のため県内企業の魅力発信を、県内大学・短期大学及び企業等と連携して行う。

具体的使途
（経費内訳はR7年

度事業費）

〇県内大学・短期大学の魅力発信のための広報・イベントの実施に係る委
託料（12,316千円）
・動画の作製
長野県でキャンパスライフを過ごす楽しさをPRする動画を作製し、県内外の学
生等に発信する。
・HP特設ページ作成、及びWEB広告の実施
ＷＥＢ広告からアクセスした人が興味をもつようなオープンキャンパスを紹介す
る特設ページを作成し、ＷＥＢ広告(約60,000クリック）により当該ページに
誘導する。
・チラシの作成
ランディングページの紹介、県内大学・短期大学の魅力を発信するチラシを作
成し、イベント会場や、銀座NAGANO等で配布する。
・信州で学ぼう！ポスターの作成・掲載
オープンキャンパス等をＰＲするポスターの作成、及び県内高校、首都圏・名
古屋駅・北陸新幹線沿線で掲載する。
・ラッピングバスの実施
インパクトの強いラッピングバスの実施により、利用者である学生や保護者世
代に、オープンキャンパスの実施などを認知してもらう。
・新聞紙面広告＜15段カラー＞
オープンキャンパス等をＰＲする。
・進学説明会の実施
民間企業が県外で開催する進学説明会に長野県としてブースを設け、県内
大学・短期大学が参加する。
〇交流会の実施に係る委託料（4,171千円）
・県内高校生×県内理工系大学生
県内高校４会場で開催。会場となる高校に在籍する生徒以外の生徒の
参加も可能とする。
・県内理工系大学生×県内理工系企業
県内大学２会場で開催。会場となる大学に在籍する学生以外の学生の
参加も可能とする。

実施
体制



事業名称 県民会議発 人口減少時代における価値観の転換事業 事業計画期間 R７-R９年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

52,000千円

事業概要

人口減少に対応し、行政・企業・地域・県民が連携する「私のアクション！未来のNAGANO創造県民会議」を設立し、「信州未来
共創戦略」を策定した。
本事業では、戦略の柱である「寛容な社会づくり」の推進に向け、若者や女性をはじめとする多様な主体の行動を動画・CM・広告・
イベント等で発信し、地域への共感と社会増を目指す。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○認知度向上及び価値観の転換のための広報事業
・県民会議の活動の輪を広げるため「県民一人ひとりの価値観の転
換、行動変容につながる広報を実施。そのために以下の事業に取り
組む。
・県民会議の活動の様子や、会員のアクション等の取組をコンテンツ
化し、それぞれのターゲットへ広報（若者向け：動画メディアの活用、
女性向け：ポッドキャストなど共感を生む媒体の活用、シニア向け：
テレビ番組・ＣＭなど従来の媒体、会員向け：メルマガ配信 など）
・県民会議主催のイベントを県内各地で開催するとともに、プロジェク
トメンバーや参加者による地域キャラバン、勉強会を開催。
・ＷＥＢサイトを作成し、各主体のアクション等の公表や情報発信に
より会員の取組、活動の様子を共有し参加者間の交流やつながりを
構築する。

【県民会議への負担金52,000千円】
印刷費:1,000千円
委託料51,000千円（動画制作費10,000千円、WEB広告配
信5,000千円、SNS管理業務3,000千円、CM制作12,000千
円、イベント開催費12,000千円、HP構築費5,000千円、冊子コ
ンテンツ制作2,000千円、新聞広告代2,000千円）

実施
体制

県民会議と戦略

県民会議と会員の活動



事業名称 将来世代と地域・地元企業をつなぐプロジェクト事業 事業計画期間 R７-R９年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

34,652千円

事業概要
人口減少に伴い、あらゆる産業分野における担い手不足が課題となる中、将来の県内産業を担う人材を育成するため、子どもたちが
地域企業等の地域の魅力を知る職業体験等の取組を支援する。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○ 子どもたちが地域・地域企業の魅力を知る取組の充実
（34,652千円）

(1) 企業情報やキャリア教育の取組情報の発信強化
（委託料）2,541千円

職業体験等の提供企業情報や各地域における取組事例、産業
  展などのイベント情報、「信州ものづくりマイスター」の活用事例など
  の県内のキャリア教育に関する情報を一元的に集約・発信する
「キャリア教育支援ポータルサイト」を構築する。

(2) 企業と学校をつなぎ、取組の充実に向けたコーディネート
（委託料）14,556千円
企業と学校をつなぎ、キャリア教育の取組をコーディネートするための
  「職業体験支援コーディネーター」を配置。企業情報等の収集や、
企業と学校との職場体験等の取組に係るコーディネート（内容等の
調整）、「信州ものづくりマイスター」によるものづくり体験講座等
の開催を支援する。

(3) 地域産業と県立高校をつなぎ、職業体験等の取組を支援
（報償費等）17,555千円
生徒の学びを深め、社会に開かれた教育課程の実現のため、地

域の多様な主体と協働関係を構築する「学校と社会をつなぐコーディ
ネーター」を県立高校に配置し、地域産業等の地域を知る取組を支
援する。

実施
体制



事業名称 信州「空モビリティ×山岳高原イノベーション」創出事業 事業計画期間 R６-R10年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

25,720千円

事業概要
長野県での地理的制約や人口減少による地域課題の緩和・解消を目指し、空飛ぶクルマやドローンなどの次世代空モビリティの活用
を推進するため、企業参入の促進、社会実装に向けた環境整備および支援を行う。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○多数の企業を関連事業に参入させるための仕組みづくり
・R6年度の成果を踏まえた「信州次世代空モビリティ活用推進協
議会」でのビジネス参入促進、具体事業創出のマッチング（委託
料）5,390千円
160を超える協議会参加団体の更なるネットワーク化、具体事業創
出、エコシステム作りを促進するため、知識レベル向上による共通認
識づくりや、団体同士の連携を促進するためのビジネスマッチングを行
う。

○次世代空モビリティ社会実装に必要な環境整備
・ドローンサービスの紹介プラットフォーム運営（委託料）330千
円
県内で実装済みのドローンサービスを提供する事業者と、ドローンを
活用したいユーザーとをマッチングするプラットフォームを構築することで、
既に提供されているドローンサービス活用の裾野を拡げ、ユーザーの
潜在ニーズを引き出す。

○次世代空モビリティ社会実装を加速させるための支援
・民間企業による県内での次世代空モビリティ事業化準備支援
（補助金）20,000千円
民間企業（協議会参加団体）による県内での次世代空モビリティ
事業化準備（実証実験や調査、理解・社会受容性向上）支援

実施
体制



事業名称 信州ウェルネス産業創出事業 事業計画期間 R６-R８年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

69,565千円

事業概要

・ウェルネス関連プロジェクトの推進を通じて、県内産業の成長、ブランド化を促進
・技術支援やネットワーク構築により、ウェルネス産業分野の発展と企業間の連携を強化
・スタートアップへの支援を通じて、新たな技術開発の促進と事業効果を最大化
・デジタル化支援施策の拡充により、ウェルネス産業のデジタル化を促進

具体的使途
（経費内訳は
R７年度事業
費）

〇研究開発プロジェクトの組成（16,402千円）
ヘルステック関連産業分野（補助金）16,402千円
県産業振興機構と信州大学へコーディネータを配置し、大手ヘルステック関連メーカーや県内企
業等とのネットワーク構築や開発に取り組む企業への伴走支援等を実施
〇技術開発、スタートアップへの支援（28,487千円）
（１）ヘルステック関連機器開発支援（補助金）21,790千円
県内企業・スタートアップが取り組むヘルステック関連機器開発や概念実証の取組に対し、必要
な経費の一部を補助
（２）スタートアップ創出支援（補助金・委託料）4,530千円
信州大学と連携し、ヘルステック関連のスタートアップの創業や海外展開のための環境を整備
（３）発酵食品分野（委託料）2,167千円
発酵バレーNAGANO等と連携し、食品企業が有するエビデンス等をもとにした付加価値の高い
新商品開発を促進
〇デジタル化への対応（11,051千円）
ヘルステック関連産業分野（委託料）11,051千円
国内外企業と県内企業の連携によるヘルステック関連機器デジタル化等のプロジェクト組成を支援
〇人材育成プログラムの構築・実施（8,625千円）
（１）ヘルステック関連産業分野（委託料）6,125千円
信州大学等と連携した長野県発のヘルステック関連人材育成プログラムの発展・充実
（２）発酵食品分野（委託料）2,500千円
産学官連携による信州フードスペシャリスト育成プログラム等の実施
〇ブランド力（健康長寿・海外訴求力等）の強化（5,000千円）
発酵食品分野（委託料・使用料等）5,000千円
・「発酵・長寿NAGANO」のブランド力向上を図るため、発酵食品の歴史や文化的背景、風土等
を絡めた情報発信を強化
・病院食製造事業者等による発酵食品を活用した新食品開発の取組を支援するほか、訪日外
国人向けの「発酵食ツーリズム」実証事業を実施

実施
体制

【ヘルステック関連産業分野】

【発酵食品分野】



事業名称
企業等と連携したブランド構築・発信による女性・若者から選ばれる
県づくり事業

事業計画期間 R６-R８年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

35,117千円

事業概要
県内企業への信州ブランドの価値に対する理解浸透、連携による発信スキーム構築
地域の価値・魅力創出の推進

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

女性・若者に向けた発信力の強化（委託料）13,117千円
・シンポジウム開催（連携の呼びかけ、さまざまな賛同者の募集）、
企業・県民等への周知
・企業に加え、教育機関、市町村等のさまざまな主体と連携したブラ
ンド発信
・コンテンツライブラリーの活用

地域・既存企業・団体等の女性・若者に共感される価値の発信強
化（委託料）
22,000千円
・企業と地域による魅力創出・向上のプロジェクト組成を支援
-地域特性の調査やニーズ調査
-取組テーマ創出支援・発信、参画企業・人財募集
-取り組み開始に向けた方向性検討伴走

実施
体制



事業名称 アジアの航空機システム拠点における産業化促進 事業計画期間 R３-R７年度

事業実施主体 長野県、南信州広域連合
交付対象事業費
（R７年度）

41,614千円

事業概要

アジアの航空機システム拠点における産業化の促進を目指し、次の取組を行う。
・航空機システム産業の集積形成
・大学や企業における研究開発成果等の事業化促進
・エス・バード内の飯田工業技術試験研究所の環境試験機能の高度化と運用の自立化
・信州大学航空機システム共同研究講座における研究開発の実施 等

具体的使途
（経費内訳はR７年

度事業費）

〇航空機産業振興戦略的統括拠点の整備・運営（18,827千円）
(1)航空機環境試験部門長の配置（人件費）3,480千円
飯田工業技術試験研究所（エス・バード）における部門長の配置
(2)飯田工業技術試験研究所オペレーターの配置（人件費）6,000千円
飯田工業技術試験研究所におけるオペレータの配置
(3)航空機システム産業振興拠点マネージャーの配置（人件費）6,147千円
長野県工業技術総合センター航空機産業支援サテライト（エス・バード）における
マネージャーの配置
(4)航空機産業支援サテライトの管理・運営（需用費等）3,200千円
長野県工業技術総合センター航空機産業支援サテライトに係る管理・運営費
〇航空宇宙産業クラスター形成事業（16,787千円）
(1)コーディネータによるニーズ・シーズマッチング（補助金）8,502千円
（公財）長野県産業振興機構における専任コーディネータの配置及び企業支援
経費
(2)ソフトパワー強化のための人材育成及びコンサルティング支援（補助金）
1,352千円
企業の航空機産業に係る人材育成等の経費の補助
(3)航空機機能品・装備品等の開発の推進（委託料、需用費等）3,620千円
航空機に係るMRO（メンテナンス・リペア・オーバーホール）に関するエアラインのニー
ズ調査等
(4)国内外への航空機産業関連の販路開拓支援（補助金）2,088千円
航空機産業関連の販路開拓に向けた展示会への県内企業等の出展に対する補
助
(5)サプライチェーン参画志向型研究会の開催（委託料）1,225千円
次世代エアモビリティなどの新興市場への参画を目指す県内企業を対象としたセミ
ナー・勉強会等の開催
〇事業化開発支援事業（6,000千円）
(1)航空機分野の事業化開発補助（補助金）6,000千円
航空機分野における県内企業等の技術開発に対する補助

実施
体制

会員企業

NAGANO航空宇宙産業
クラスターネット 非会員

県内企業

長野県、南信州広域連合

支援制度整備
事業環境整備

共同事務局
（長野県含む）

サポート組織
（大学、産業支援機関、行政等）

支援



事業名称 高付加価値なインバウンド市場の新規開拓と持続可能な観光地づくり推進事業 事業計画期間 R5-R7年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

63,573千円

事業概要

○観光消費額に寄与する旅行消費単価の高いターゲット層の長野県に対する関心の惹起及び通年での誘客を目的として、外部専門人材の活用、観
光レップの配置、デジタルマーケティング等を活用し、各取組を有機的に連携させながら、訴求力のあるプロモーションを戦略的に展開する。
○世界の潮流である持続可能（サステナブル）な観光の取組を県内観光地で実践し、県内各地へ波及させるため、国際認証等の取得を目指す意欲
ある地域を支援する。（想定している国際認証：GSTC国際基準の認証団体グリーンデスティネーションズが行う表彰制度）

具体的使途
（経費内訳は
R７年度事業

費）

○欧州・北米・豪州などの地域におけるプロモーション（46,492千円）
(1)外部専門人材の活用（負担金）12,600千円
外部専門人材を新たな市場開拓の取組の中心に据え、ターゲット層の傾向把握・分
析を行い、マーケティングに基づく戦略的なプロモーション展開、効果検証を実施。
(2)観光レップ設置（負担金）18,414千円
セールス活動等を実施する観光レップを米・豪・独に設置し、現地旅行会社に対する
セールスコールやメディアとの関係性構築を行うことにより、誘客獲得を図る。
(3)高付加価値旅行者向け雑誌等への広告掲載（負担金）5,874千円
富裕層が閲覧する雑誌・Webサイト等へ広告を掲載し、長野県の認知向上を図ると
ともにマーケティングデータを収集。
(4)アドベンチャーツーリズムプロモーション展開（負担金）2,730千円
これまで築いた関係者との関係を深化させるとともに引き続き現地で開催される商談
会等に参加し、商品造成を促進。
(5)副知事による海外セールスにおけるプロモーション（委託） 6,874千円
・ターゲット層を顧客に持つ旅行会社やメディア等に対して副知事による海外セールス
を実施することで、長野県トップとしてのメッセージを押し出し、他の取組で進める認知
向上や商品造成を通じた誘客拡大の効果を最大化。

○サステナブルなインバウンド観光地づくり（17,081千円）
(1)先進地域等における継続的な取組の支援
１年目に実証事業に着手した地域等に対して、多様な産業との連携拡大、域内の
認知度向上を図るなど、国際認証に向けた地域の取組を支援。
(2)既認証取得地域への支援（負担金）
２年目までに認証取得した地域に対して、さらに高いレベルの認証制度取得に向け、
認証取得による誘客効果等の検証を含めた取組を支援。
(3)県内観光地における取組波及・機運醸成（負担金）
先進地域等における取組の発信や取組実施地域へのスタディツアー、国際基準を用
いた地域現状把握支援を実施。
(4)持続可能な観光地づくりの担い手育成（補助金）
高校生が大学生とともに国際的な視野と地域課題を学ぶフィールド研修等の機会を
提供し、サステナブルな観光地づくりの担い手を育成。

実施
体制

○長野県インバウンド推進協議会をプラットフォームとしてイン
バウンド受入環境の面的な広がりや一体的なプロモーションを
展開するとともに、サステナブルな観光地づくりに向けて県と
（一社）長野県観光機構が連携し、意欲ある地域とタッグ
を組んで取り組む

【長野県】
・ターゲット層や取組の方向性など方針の策定
・知事トップセールスの実施
・長野県インバウンド推進協議会の事務局
【（一社）長野県観光機構】
・県の政策方針を踏まえた観光振興取組の企画立案・実施
・地域の先進的取組の創出及び県内波及
・県内の交通事業者や宿泊団体、DMO等の会員ネットワー
クを活かした連携・調整
・新たな市場の開拓に向けた各種プロモーションの実施
・持続可能（サステナブル）な観光の取組の事業実施
【連携地域における市町村】
・観光地の高付加価値化に向けた着地整備（DMO等が行
う新たな旅行体験等の造成支援、観光施設や宿泊施設等
の高付加価値化に向けたソフト・ハード整備支援）
・トップセールスにおける首長の参画など、プロモーション協力
【連携地域におけるDMO等】
・ターゲット層に即した新たな旅行体験等の造成、観光施設
や宿泊施設の高付加価値化に向けたソフト・ハード整備



事業名称 新たな基幹産業を目指す地域IT産業強靭化事業 事業計画期間 R５-R７年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

113,061千円

事業概要
海外人材や都市部高度人材の受入れ等により、県内IT企業のスキル向上や人材不足の解消、受託型から開発型への転換を図る
とともに、非製造業を中心としたDX推進により新規ITサービスを創出し、あらゆる産業の稼ぐ産業への進化を図る

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○コンソーシアムを活用したITビジネス創出支援、ITデータベースによるビジネス創出
（83,096千円）
(1)アイデアソン等を通じたITビジネス機会の創出やマッチング支援等（委託料） 43,096千円
県内IT企業が有するソリューションや得意領域等のデータベースを活用し、BtoBビジネスの創出につな
がる体制を整え、県内IT産業の開発力向上に資する取組展開や情報発信を行う。
(2)ITシステム開発支援（補助金）40,000千円
産学官連携コンソーシアムを活用して取り組む共創による革新的なITシステム開発を支援する。
○データサイエンスの考え方を導入したソリューション提案（8,000千円）
(1)課題解決経費（研究費）3,305千円
県内IT企業を含む中小企業等の参加する研究会の中からモデルプロジェクトの取組企業を探索・選定
し、製品・サービスの開発等で生じる課題の解決を支援する。
(2)外部専門家や外部機関との連携（委託料）2,749千円
高度な知見が必要な支援要請に対し、外部専門家等と協働して対応する。
(3)成果発表、外部専門家への謝金（謝金等） 1,946千円
先進的モデ事例として成果を公表するなど、県内企業に普及啓発する。
○リゾートテレワークを端緒としたIT人材の関係人口化推進（14,987千円）
(1)人材と地域企業の交流やワークショップの企画・運営等（委託料等）14,987千円
「信州リゾートテレワーク」に関するエキスポの開催等により都市圏企業や経済団体にPRし、地域と都市
部人材等との交流の場を創出するとともに、受入市町村・民間企業で構成する推進チームを運営し、
地域企業に効果のある受け入れ策の研究・研鑽の場を設ける。
○外国人材受入企業のサポート（6,978千円）
(1)サポート窓口の運営等（委託料）6,978千円
高度ITスキルを有する外国人材をはじめ、外国人材の獲得に関心を持つ企業向け相談窓口の運営
や、円滑に人材獲得が進むよう、外国人材の活用を検討する企業を対象とした在留資格制度や雇用
のルール等をテーマにしたセミナーを開催する。

実施
体制



事業名称 環境調和型産業への構造転換促進プロジェクト 事業計画期間 R５-R７年度

事業実施主
体

長野県
交付対象事業
費（R７年度）

54,426千円

事業概要
県内産業の環境調和型への構造転換を進める
グローバルサプライチェーンで稼ぐ技術を身に着け、売上と地域の雇用を確保する
製造業のイノベーション多角化を進め、成長するグリーン市場の獲得を実現する

具体的使途
（経費内訳
はR７年度
事業費）

〇グローバル市場等の需要獲得のための技術・ノウハウの取得支援（9,895千円）
（１）コーディネーターによる支援活動（補助金）5,168千円
専門コーディネータによる技術開発プロジェクトの組成及び伴走支援の実施
（２）外部専門家の派遣（謝金、旅費）3,148千円
外部専門家を招聘し、環境関連分野の専門技術や先進事例に係る講演等を実施
（３）カーボン排出量可視化・削減への取組支援（使用料、消耗品費、会場費）

1,579千円
温室効果ガスの排出量の可視化手法を解説する説明会の開催や、個々の企業に応じ
た排出量算定の個別支援を通じ、可視化・削減に取り組む県内企業の増加を図る。
○技術開発の向上支援（23,531千円）
（１）フードテックを活用した製品開発への支援（委託費）5,231千円
専門コーディネータによる相談対応やマッチング等を通じた新製品開発支援
（２）サーキュラーフードビジネスの展開促進支援 （補助金）2,100千円
輸入加工原料の国産への転換や未利用資源等の効率的活用による地域循環型の商
品開発の取組に係る経費を助成
（３）県内食品の海外展開に向けた輸出先国に係る情報収集の支援（委託費）

２,614千円
県内食品事業者が輸出を検討している商品に係るニーズや規制など、海外展開に必要
な情報収集の取組を支援
（４）電子デバイス・機器分野の製品開発支援（補助金）13,586千円
県内企業等が行う環境関連の技術開発に対し、必要な経費の一部を助成
○研究開発人材の育成確保（10,000千円）
・事業化戦略策定支援（委託費）10,000千円
環境関連分野の技術開発プロジェクトの成功確率を向上させるため、戦略コンサルティン
グファームによる目利きを通じ、県内企業の事業戦略の策定を支援
〇技術開発力の向上支援（11,000千円）
・高品質食品加工機器の整備（設備費）11,000千円
工業技術総合センターに食品加工設備を整備し、県内企業による食品製造副産物や
未利用食材などを原料とした、高品質な環境配慮型食品等の開発を支援

実
施
体
制



事業名称 海外で稼ぐNAGANO農産物輸出拡大プロジェクト 事業計画期間 R５～R７年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

16,935千円

事業概要

本県の輸出重点品目である、「ぶどう」、「コメ」、「花き」の輸出拡大を図るため、ターゲット国において、産地や流通事業者と連携した売り場等での

販売促進活動等を展開するとともに、その品質の高さ、魅力等をインターネット等により発信する、認知度向上の取組を実施する。

また、海外の顧客が求める高品質な商品づくりに取り組み、生産振興と産地の活性化を図る。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

１ 県産ぶどうの輸出拡大に向けた販売促進活動等の実施（香港）

（１）県産ぶどう販売促進活動等の実施(委託費) 8,157千円
県産ぶどうの主要な輸出先である香港において、認知度向上を図り、 輸出拡
大を図るため、販売促進活動や魅力発信の取組等を実施する。
（２）ぶどう生産者大会の実施（会場使用料等諸経費）351千円
ぶどうの品質向上を図るため、ＪＡや生産者等を対象に栽培技術に係る研修
会を開催し、技術を深めるとともに輸出産地づくりに向けた意識の醸成を図る。

２ 県産米の輸出拡大に向けた販売促進活動等の実施（アメリカ、台湾）

（１）県産米販売促進活動等の実施（委託費）5,387千円
アメリカと台湾を対象に、これまでの事業により築いた流通事業者等のつながり
（人脈・商流）をベースに、安定的な取引になるよう関係者と連携した販売促
進活動や魅力発信の取組等を実施する。
（２）輸出米の産地化に取り組む地域への支援（補助金)1,100千円
コメの輸出に向けて集荷体制構築に取り組む産地に対し、地域協議会を通じ
その取組を支援する。

３ 県産切り花の輸出拡大に向けた販売促進活動等の実施（アメリカ）

（１）実需バイヤー等の産地招へい等（委託費）1,940千円
アメリカでは富裕層向けイベント等での豪華な花材や他にはない花の需要が伸
びていることから、富裕層をターゲットに高品質・オリジナル品種の輸出拡大に資
する販売促進活動やバイヤー招へい活動を実施する。

実施
体制

○輸出の流れ及び流通事業者との連携

○輸出拡大に向けた実施体制



事業名称 長野県プロフェッショナル人材戦略事業 事業計画期間 R5-R9年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

66,047千円

事業概要 地方創生の核となる「ひと」と「しごと」の創出を目的に、県内企業の経営改善への意欲を喚起し、専門人材の活用による企業の経営革新の実現を促す。

具体的使途
（経費内訳はR７年

度事業費）

○拠点運営委託料（38,605千円）
プロ人材戦略拠点を設置し､企業の人材ニーズを明確化、人材ビジネス事業
者等への求人情報提供、セミナー等を実施する。また、人材戦略拠点の円滑
な運営や事業の促進を図るため、金融機関等の関係機関、市町村等と連携
して県プロ人材協議会を設置し、運営する。
○副業・兼業移動費補助事業（442千円）
県内企業が、地域外のプロ人材を副業・兼業人材として活用する際に負担す
る費用を補助する。
○デジタル担当マネージャー委託業務（7,488千円）
県内の金融機関に業務委託し、計７名のサテライトマネージャーを配置。プロ
人材が担う県内企業からの人材ニーズの発掘等の業務について、拠点と連携
して実施する。
○サテライトマネージャー委託業務（12,012千円）
（公財）長野県産業振興機構へ業務を委託し、５名のデジタル担当マネー
ジャーを配置。マネージャー及びサテライトマネージャーが聞き取った経営課題の
うち、デジタルの活用による解決が有効であると判断される案件について、拠点
内のデジタル推進の総責任者となり、デジタル人材での課題解決を提案する。
○副業・兼業人材活用促進事業（7,500千円）
県内企業が、副業・兼業人材を初めて活用する際に負担する費用を補助す
る。

実施
体制

県内
企業

長野県
プロフェッ
ショナル
人材戦略拠
点

企業
ニーズ

企業
ニーズ

企業
ニーズ

人材ビジネス事業者

マッチング！

人材
情報

人材
情報

人材
情報

大都市圏の
人材

情報
提供

人材
供給

県内
金融
機関



事業名称 長野県ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業 事業計画期間 Ｒ１-Ｒ５年度、R６-Ｒ９年度

事業実施主体 長野県 交付対象事業費 562,695千円

事業概要
人手不足の各職業へのデジタル人材等の地方創生に資する人材の県内での就職を促進する。また、東京圏に一極集中している子育て世帯をはじめとする若
年者を県内に流入させ、県内人口減少の歯止めをかけ、社会増を促進する。

具体的使途
（経費内訳はR7
年度事業費）

○移住支援事業（481,300千円）
Ⅰ.事業内容
県が定める要件に該当する東京23区内に在住し、かつ、就労していた、又は東京
23区以外の東京圏に在住し、かつ、東京23区内への通勤をしていた移住者に対し
て、県下68市町村が支給する移住支援金の一部を補助する。（間接補助）
Ⅱ.経費内訳 ※一部市町村によって支給額に差有り。
世帯：100万円×209人（100万円×202人,40万円×1人,20万円×6人）
単身：60万円×73人（60万円×66人,40万円×3人,10万円×4人）
子育て世帯加算：100万円×247人（100万円×233人,30万円×7人,20万
円×7人）
○マッチングサイト運営事業（3,500千円）
Ⅰ.事業内容
県が定める要件に該当する企業等の人手不足解消と移住希望者に有効なマッチン
グを図るとともに、デジタル技術を活用する求人票の掲載に努め、デジタル社会の形
成に寄与する。（委託）
Ⅱ.経費内訳
（１）マッチングサイト運営経費：3,380千円
（２）記事掲載経費：120千円
○地方就職学生支援事業（16,850千円）
Ⅰ.事業内容
都内に大学の本部を置き、東京圏のキャンパスに通学する長野県内企業等への就
職及び移住をする学生に対して、市町村と共同して就職活動に要する交通費の一
部及び移転費を補助する。（間接補助）
Ⅱ.経費内訳
交通費：8,500円×100人
移転費：16万円×100人
○地域課題解決型創業支援事業（61,045千円）
Ⅰ.事業内容
地域課題解決型創業をする事業者を対象に、創業に要する経費を補助するととも
に、創業前後の伴走支援を実施する。（間接補助）
Ⅱ.経費内訳
（１）創業支援金：2,000千円×27人
（２）事務経費：7,045千円

実施
体制

県国 市町村 移住者
・学生移住支援金

等の支給

補助金交付
による支援
（3/4 )

交付金の
交付

（1/2）

民間事業者

マッチングサイト運
営・保守（記事掲
載）委託

県国
長野県
産業振
興機構

創業者
創業支援金
等の支給
伴走支援

補助金交付
による支援
（10/10 )

交付金の
交付

（1/2）



事業名称 女性・シニア等就業応援プロジェクト事業 事業計画期間 R7-R9年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

76,101千円

事業概要
就職に困難を抱える方の就労を促進するため、就業相談から企業とのマッチング、定着支援までをワンストップで実施する「地域就労
支援センター」を設置するほか、シニア世代の未就業者の掘り起し、障がい者雇用に課題を抱える企業に対するセミナーや個別相談
支援等を実施し、女性、高齢者、障がい者等の就業促進を図る。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

⑴ 女性、若者、障がい者等総合的就業支援事業
（委託料：69,040千円）
女性や若者、障がい者等就職に困難を抱えている求職者に対し、
伴走的かつ効果的な就業支援をワンストップで行う「地域就労支援
センター」事業を運営。
・就業相談から求人情報等の提供、応募書類添削や面接練習、
就業後のフォローアップまでの伴走型の就業支援
・ミスマッチ防止のための女性向け短期インターンシップ
・求職者向け/企業向けセミナーや合同企業説明会の開催
・就職困難者を対象とした求人の開拓

⑵ 高齢者の就業支援（報償費・旅費・需用費等：200千円）
未就業の高齢者の掘り起こしの取組として、長野県シニア大学と連
携し、公開講座を開催。社会参加のひとつとして「生きがい就業」を
意識してもらうきっかけづくりの場とするとともに、アンケート調査を実施
し、関係機関での就業支援の取組に繋げる。

⑶ 障がい者の就業支援（委託料：6,861千円）
障がい者雇用に課題や不安を抱える企業に対し、セミナーや社内向
け研修、個別相談支援を実施することで、県内の民間企業における
雇用を促進し、障がい者の就業機会を拡大する。
・企業向けセミナーや社内向け出前講座の開催
・個別相談支援、関係機関と連携したマッチング支援

実施
体制

長野県（事業実施主体）

総合的
就業支援

地域就労
支援センター事業

障がい者の
就業支援

障がい者雇用
企業サポート事業

高齢者の
就業支援

シニア就業支援事業

連携 連携

労働局・ハローワーク、
就労支援機関 等

長寿社会開発C
（シニア大学）、
シルバー人材C 等

官民連携ＰＦ
【人財確保・生産性向上連携会議（仮称）】
（旧：長野県就業促進・働き方改革戦略会議）

直営委託
（人材会社）

委託
（人材会社）



事業名称
県立高等学校の入学者選抜におけるインターネット出願方式導入
事業

事業計画期間 R７年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

85,381千円

事業概要

県立高等学校の入学者選抜では、志願者は、手書きにより願書を作成しており、入学審査料を収入証紙により納付している。志願

者にとって、これらは手間のかかる手続きとなっているため、インターネットによる電子出願やオンライン決済が可能となるシステムを導入す

ることで、志願者の利便性向上を図る。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○県立高等学校の入学者選抜におけるインターネット出願方式

導入事業（85,381千円）

事業者が運用するインターネット出願システム及びオンライン決済を

導入することで、出願プロセスの効率化を図り、教員の働き方改革を

推進するとともに、志願者の利便性向上を図る。

（１）インターネット出願システムの導入（使用料）

82,225千円

インターネット出願システムに係るシステム使用料等及びヘルプデス

ク設置等に係る費用。

志願者はパソコンやスマートフォンにより、どこでもいつでも手続きが

可能となる。

（２）オンライン決済の導入（役務費） 3,156千円

決済代行サービス利用に係る費用。

入学審査料の納付方法について、収入証紙からオンライン決済等

（クレジット決済、ＱＲコード決済、ペイジー、コンビニ納付）に変更

する。

実施
体制

志願者又は保護者

中学校 県立高等学校

・志願者情報入力
（願書提出）
・入学審査料納付
（オンライン決済）

・受験票の印刷・確認

・志願者情報
の確認

・出願
承認

・願書
受付

・志願
者情報
の確認

インターネット出願システム

（県教育委員会が受付窓口を設置）



事業名称 交番ネットワークカメラ設置事業 事業計画期間 R７年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

31,572千円

事業概要
交番勤務員の不在時においては来訪者への対応に相当の時間を要していることから、交番にネットワークカメラを設置し、来訪者対応
を充実するもの。

具体的使途
（経費内訳はR７
年度事業費）

○ネットワークカメラ設置工事費・警察署分（16,640千円）
交番勤務員が不在の際でも、交番の風除室に設置したネットワー
クカメラとマイク、スピーカーにより、警察署から映像を見ながら音声通
話ができ、勤務員が所在時と同等のきめ細かい市民応接に対応で
きる環境を整備する。

○ネットワークカメラ設置工事費・交番分（14,932千円）
風除室に設置したネットワークカメラとマイク、スピーカーにより交番
勤務員が不在の際の市民応接を充実させ、さらに、緊急時の対応
のため、風除室を避難シェルターとして使用するため、風除室の内側
から施錠できるように鍵を取り付け、暴漢から追われるなどして交番に
助けを求めてきた来訪者に対して、風除室を避難シェルターとして一
時的に使用する方法を指示したり、行為者に対する音声での警告を
行い、市民の安全を守ることができる仕組みづくりを構築する。

実施
体制



事業名称 信州地震防災デジタルアーカイブサイト構築事業 事業計画期間 R７年度

事業実施主体 長野県
交付対象事業費
（R７年度）

7,050千円

事業概要

令和6年能登半島地震を受け、長野県でも「地震に対して不安を感じる」とする者は84%と多いが、実際に災害に備えている県民
の割合は半数に満たない。県内で最も発生確率が高い南海トラフ巨大地震に備えるため、同じ海溝型である昭和19年昭和東南海
地震の被害状況をデジタルアーカイブ化し継続的に一般公開。住民、児童・生徒、企業等に利活用を呼びかけ、地震災害に関する
知識習得と平時からの備えの充実、地域防災力向上を図る。

具体的使途
（経費内訳はR7年

度事業費）

○信州地震防災デジタルアーカイブサイト構築事業
(7,050千円)(負担金)

長野県と信州大学との共同連携事業の一環として実施。コンテン
 ツ作成については過去の災害を収集にあたり、大学の専門的な知
 見・識知的財産を活用すると効率的であるため共同事業の中で、
 信州大学が実施する。

(1)Web-GIS構築、HPサイト構築委託料 900千円
デジタルアーカイブサイトの構築に係る費用。

(2)コンテンツ作成に係る資機材購入費 200千円
アーカイブに登録する写真、地図、資料、体験者のインタビュー

動画といったコンテンツを作成するに必要な資機材の調達。

(3)コンテンツ作成に係る消耗品費 150千円

(4)コンテンツ作成に係る通信費 250千円

(5)コンテンツ作成資料収集旅費 150千円
昭和東南海地震の被害が特に大きかった諏訪地域での取材等

に要する旅費。

(6)コンテンツ基礎資料収集費用 3,000千円
発災当時の写真や文献等の資料、体験者インタビューといった

アーカイブサイトのコンテンツと基礎となる過去災害情報を収集。

(7)コンテンツ加工作成料 2,400千円
収集した基礎資料をWeb-GIS上に反映させるため、コンテンツの
加工及びデータ公開に要する経費。

実施
体制

危機管理防災課 信州大学

共同連携事業

学校
福祉
施設

・学校安全
総合支援事業

市町村

・住民向け
防災講座

事業者

・BCP作成
見直し

出張講座
町会・自治会
各種団体
・防災出前講座

防災人材育成
実践地区

県自主防災
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

・防災活動に係る
研修会

・自主防災リーダー
研修会

システム
提供事業者

アーカイブの
構築

契約

事業推進体制
・アーカイブサイト構築・管理
・HP、SNSを活用した情報発信

アーカイブのサービス提供、各種防災活動や教育等での活用推進

・福祉施設
職員研修
・避難確保計画
策定支援
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